
国立大学法人岐阜大学中期計画 

平成２２年 ３月３１日 文部科学大臣認可 

平成２３年 ３月３１日 文部科学大臣変更認可 

平成２４年 ３月３０日 文部科学大臣変更認可 

平成２５年 ３月２９日 文部科学大臣変更認可 

平成２６年 ３月３１日 文部科学大臣変更認可 

平成２７年 ３月３１日 文部科学大臣変更認可 

 

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置 

①-1：学部・大学院で修得すべき基盤的能力，専門的能力の内容及び水準を明確にし，

それを学生・教員が共有して教育を実施する。 

①-2：学習に対する自立と責任を持つ態度を育成するため，学生主体の教育を実施す

る。 

②-1：学部・大学院の学位授与の基準，達成すべき学習成果を明確にした教育課程，

入学者の受入れの方針を一貫性あるものとして具体的に明示する。 

②-2：入学者受入れの方針に応じて，入学者選抜方法及び入試実施体制を改善・整備

する。 

③-1：基礎教育，共通教育，専門教育の体系的な教育課程において，学生自身が能力

を自己点検して学習成果を確認できるシステムを構築する。 

③-2：シラバスの内容を基盤的能力，専門的能力の学習成果の観点から充実させ，適

切な成績評価の方法を開発し，実施する。 

③-3：学習に対して自立と責任を持つ態度を育成するための授業方法を開発し，実施

する。 

④-1：学部教育や大学院教育の特性を生かした一貫性のある学生主体の英語教育プロ

グラムを整備し，実施する。 

④-2：国際交流プログラムを整備し，国際的な教育・研究活動を展開する。 

 

（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

①-1：教育に関する基本方針と実施体制の検討組織を設置する。 

①-2：ファカルティ・ディベロップメントを組織的・計画的に実施する。 

①-3：教育効果を高めるため，多面的な教育評価方法を確立する。 

②-1：学部・大学院教育の実施体制の見直しを行い，充実させる。 

②-2：質の高い教育を行う観点から，必要に応じ，他大学との連携を行う。特に獣医



学教育においては，鳥取大学との教育課程の共同実施を目指す。 

③-1：図書館や教育メディアの整備及び活用支援を行う。 

④-1：全学的な英語教育体制を整備し，充実させる。 

④-2：留学生のための日本語教育体制を整備し，充実させる。 

 

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置 

①-1：就職支援，キャリア教育，インターンシップ事業を全学的に支援する組織体制

を充実・強化する。 

①-2：学生の諸課題に的確・迅速に対応できる体制を充実・強化する。 

①-3：学生の課外活動を活性化するための支援体制を整備し，充実させる。 

②-1：学生の自立的学習や学生相互がコミュニケーションできる環境を整備し，充実

させる。 

 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 

①-1：研究の成果を評価の高い専門誌等に発表するとともに，教育活動や人材育成に

活かす。 

①-2：研究力及び研究の質の向上につなげるため，将来性が見込める優れた研究の支

援や各種公募事業への申請支援を行う。 

②-1：社会の要請や地域課題に応える研究を学内公募や地域との連携により推進し，

その成果を地域社会に積極的に公開・還元する。 

②-2：専門分野や学部（研究施設）等の枠を越えた共同研究や連携研究を推進する。 

③-1：環境科学や生命科学系をはじめとする研究の活動実績について点検・評価を行

い，その結果を基に国際的拠点の形成を目指した高い評価が得られる研究を企

画し，推進する。 

 

（２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置 

①-1：資源配分や業務内容等について点検・評価を行い，研究環境を整備し，充実さ

せる。 

①-2：学内の研究支援センター等の支援体制や支援状況を点検・評価し，支援機能を

充実・強化する。 

①-3：若手研究者を育成するための大学院生に対する経済的支援制度や国内外の著名

な研究者招聘を促進する制度等を整備し，充実させる。 

①-4：研究の評価を実質化するため，研究実績の評価法を確立し，インセンティブ制

度を整備して，充実させる。 

②-1：特色ある研究センターや部局の研究組織等について点検・評価し，重点化や再



編成等を行い，研究体制を整備して，充実させる。 

②-2：研究機関・他大学等との連携や，自治体・企業等からの寄附講座の設置等によ

り研究組織を整備し，充実させる。 

③-1：環境科学や生命科学系をはじめとする特色ある研究拠点を設置する。 

④-1：協定大学をはじめ世界の大学・研究機関との人的交流や共同研究等を推進する。 

④-2：研究留学生の受け入れを厳格な評価・選抜の下で推進し，人材育成を通して国

際貢献に寄与する。 

 

３ その他の目標を達成するための措置 

（１）地域を志向した教育・研究に関する目標を達成するための措置 

  ①-1：全学的な取組みを推進する組織として「地域協学センター」を設置する。 

  ①-2：教育カリキュラムとして，全学共通の地域志向教育のプログラム（次世代地域

リーダー育成プログラム）を展開する。 

  ①-3：多様な立場の人達との交流を促進する場を形成し，対話やワークショップを通

じて，地域の課題解決に向けた支援を行う。 

  ①-4：複雑・多岐にわたる地域の課題に対して部局横断的な連携を強化し，学際的な

研究プロジェクトを展開する。 

 

（２）社会との連携や社会貢献に関する目標を達成するための措置 

①-1：自治体との包括協定締結と協定自治体間の組織的連携を進め，当該自治体の地

域振興計画等の実施に向けて大学として参加・貢献可能な分野・手法を協議し，

実施計画に基づく活動の進捗状況等を検証して地域貢献を実質化させる。 

①-2：地域の行政機関やＮＰＯ等からの相談窓口の整備と地域連携に協力可能な研究

者とその研究分野・実績リストの作成・公表により，大学のシンクタンク機能

を強化する。 

②-1：自治体等との地域産業振興に向けた連携活動の強化と学術資源情報の活用者目

線に立った整備を行い，共同研究や受託研究等を通じて技術的課題等を有する

企業を支援する。 

②-2：地域産業の振興のため，社会人の教育体制を充実させ，その成果をインターン

シップ等のキャリア教育に活用する。 

③-1：教育委員会・教育機関等との連携・協働の体制づくりを進め，学校教育の改革・

改善及び地域青少年教育の質向上を実現する。 

③-2：自治体，産業界，ＮＰＯ等との連携・協働を進め，多様な生涯学習機会の拡充

と地域づくりをリードする人材を養成する。 

④-1：自治体等と連携しながら地域医療を担う人材を養成する。 

④-2：高齢社会が抱える諸問題を多面的に捉え，研究の推進と市民への啓発を進める。 



 

（３）国際化に関する目標を達成するための措置 

①-1：大学の国際化を推進する拠点として，国際戦略本部を充実させる。 

①-2：国際交流会館を拡充し，学生や研究者，地域コミュニティ等との交流を推進す

る。 

①-3：学生，教職員の国際性を高めるための全学的な取り組みを推進する。 

②-1：地域の住民や国際交流団体，企業等との定期的な国際交流及び留学生の社会活

動を促進する。 

②-2：協定大学との交流を推進し，開発途上国等への支援を充実させる。 

 

（４）附属病院に関する目標を達成するための措置 

①-1：学部の臨床実習カリキュラム改革を受けて，特に５，６年生・研修１年生を一

貫体制とする。これに対応するため，病院内各職種による横断的な研修医教育

を行う。また，専門医の技術向上支援とコメディカルスタッフの研修支援，及

び各種拠点病院事業の一環として地域医療人に開かれた研修を行う。 

②-1 地域から期待されている先進・高度医療，難治性疾患等の拠点病院機能を整備す

る。また，高度な医療安全体制を維持・向上させ，４疾患に関する岐阜県の医

療計画，５事業に関する国・地域からの要請に応じ，「安心・安全な医療」に積

極的に参画するための機能整備を行う。 

③-1：膨大な患者医療情報を駆使した臨床研究，特にデータ固定が確実な質の高い研

究を推進する。 

③-2：連合大学院を形成する岐阜薬科大学，連合創薬医療情報研究科と臨床研究にお

ける連携を強化する。 

④-1：病院機能の向上に必要な組織・手段・プロセスを継続的に点検・評価し，各種

業務プロセスの有機的連携と業務改善を行う。 

④-2：職員の貢献度の適正評価と医療情報システムのデータを活用した迅速な経営状

況の把握・分析を通じ，戦略的かつ効果的な改善を行う。 

 

（５）附属学校に関する目標を達成するための措置 

①-1：附属小・中学校教員の連携を深め，教育学部教員と協同して義務教育９年間を

見通したカリキュラム開発や教科教育を推進する。 

①-2：教育実習や大学院の実習について教育学部との連携を強化する。 

①-3：附属小・中学校と教育学部との研究面での連携を強化する。 

①-4：地域の教育力の向上のため，教育学部や教育委員会と連携した教員研修を推進

する。 

 



 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

①-1：教育研究組織及び人事制度の在り方等を全学的観点から恒常的に検討を行う。 

①-2：大学を構成する個々人及び組織力を高めるため，人事・給与システムの弾力化

に取り組む。特に年俸制については，適切な業績評価体制を整備し，退職金に

係る運営費交付金の積算対象となる教員について年俸制導入等に関する計画に

基づき導入を促進する。 

①-3：大学全体の経営状況に関する情報等を収集・分析し，業務運営の改善を行う。 

①-4：男女共同参画計画を策定し，全学的に男女共同参画を計画的に推進する。 

①-5：後援会，同窓会，地域住民等との関係性を強化する。 

②-1：経営的な観点から幅広くリスクに対応することができる内部統制システムを整

備する。 

②-2：リスク・マネジメントに対応した広報体制等を整備する。 

 

２ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

①-1：事務組織の見直し，事務の改善等を検討する恒常的な体制を整備する。 

①-2：事務職員の雇用形態の多様化，研修機会の充実，人事評価制度を確立する。 

 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 外部研究資金，寄附金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

①-1：若手教員の科学研究費獲得率のさらなる向上，及び大型の競争的資金の獲得を

支援するための体制を強化する。 

②-1：医学部附属病院の経営改善の推進と応用生物科学部附属動物病院の経営的自立

性を高める。 

③-1：「岐阜大学基金」事業を岐阜大学独自の特徴ある恒常的事業として充実させる。 

 

２経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

（１）人件費の削減 

①-1「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成１８

年法律第４７号）に基づき，国家公務員に準じた人件費改革に取り組み，平成

１８年度からの５年間において，△５％以上の人件費削減を行う。更に，「経済

財政運営と構造改革に関する基本方針２００６」（平成１８年７月７日閣議決定）

に基づき，国家公務員の改革を踏まえ，人件費改革を平成２３年度まで継続す

る。 

①-2：事務・管理業務の合理化，効率化と事務組織の見直しを行い，人件費を抑制す



る。 

①-3：教員，技術職員及び非常勤講師の適正な配置を行うなどの人員配置の効率的運

用を推進する。 

 

 

（２）人件費以外の経費の削減 

①-1：定期的に経費や契約の見直しを行い，管理的経費を抑制する。 

 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

①-1：土地，建物の利用状況の点検・評価に基づく有効かつ堅実な活用と学内大型研

究設備等の共同利用を推進する。 

①-2：有価証券・預貯金などの堅実な運用により，収益を政策経費化の財源として充

てる。 

 

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき 

措置 

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

①-1：岐阜大学評価システムの信頼性をより一層高めるための検討と改善を行い，そ

の実効性を高め，評価を教育研究の質向上につなげる。 

①-2：自己点検・評価のなかに，関係者の意見のみならず，広く社会の視点を取り入

れ，ブランド力向上につながる評価を行う。 

①-3：総合評価と組織評価の一体的運用によって教育・研究等の改善・充実につなが

る仕組みを構築し，総体としての岐阜大学の活力を高める。 

 

２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置 

①-1：自己点検・評価及び外部評価の結果を，ホームページ等を通じて適時適切に公

表する。 

①-2：評価を通じて明らかになった岐阜大学の特色やブランドイメージを広く社会に

発信する。 

 

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置 

①-1：キャンパス全体の整備構想を策定し，教育研究施設・設備の安全性の確保と計

画的な整備，活用を行う。 

①-2：環境マネジメント計画を着実に推進する。 

①-3：ＰＦＩ事業（岐阜大学総合研究棟施設整備事業）を引き続き推進する。 



 

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

①-1：災害，事件・事故等や日常業務に関する安全衛生教育等を推進する。 

①-2：危機管理体制の見直しを常に行う。 

 

３ 法令遵守に関する目標を達成するための措置 

①-1：法令違反を未然に防止するための体制整備，ルールの策定・見直し，研修等を

一層強化する。 

①-2：内部監査体制を強化する。 

②-1：個人情報保護，情報セキュリティ及びコンプライアンスに関する教育等を推進

する。 

 

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。），収支計画及び資金計画 

  別紙参照 

 

Ⅶ 短期借入金の限度額 

１ 短期借入金の限度額 

３４億円 

 

 

２ 想定される理由 

 ・運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費として

借り入れることが想定されるため。 

 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画 

１ 重要な財産を譲渡する計画 

（１）医学部及び医学部附属病院の土地（岐阜県岐阜市司町４０ 

 ３０，８６０．４１㎡）を譲渡する。 

（２）長良団地福江町圃場（１）（岐阜県岐阜市長良福江町３－１９ 

 ９９５．９９㎡）を譲渡する。 

（３）長良団地福江町圃場（２）（岐阜県岐阜市長良福江町３－３４ 

８２４．８３㎡）を譲渡する。 

（４）応用生物科学部附属岐阜フィールド科学教育研究センター位山演習林の土地の一

部（岐阜県下呂市萩原町山之口字曲り木１７９７－５，３１９．３５㎡）を譲渡

する 

（５）正木宿舎の土地の一部（岐阜県岐阜市大字正木字古川１９８０－５外２筆， 



４２０．４５㎡）を譲渡する。 

（６）司町団地の土地（岐阜県岐阜市司町５，２３８．７１㎡）を譲渡する。 

 

 

 

２ 重要な財産を担保に供する計画 

 ・附属病院の施設・設備の整備に必要となる経費の長期借入に伴い，本学の土地を担保

に供する。 

 

Ⅸ 剰余金の使途 

 ・決算において剰余金が発生した場合は，教育研究及び診療の質の向上及び組織運営の

改善に充てる。 

 

Ⅹ その他 

１ 施設・設備に関する計画 

施設・設備の内容 予定額（百万円） 財  源 

・岐阜大学総合研究棟施設整備事業（PFI） 

 

・小規模改修 

総額 

１，１２８ 

施設整備費補助金（900 百万円） 

 

国立大学財務・経営センター施

設費交付金（228 百万円） 

 

(注１) 施設・設備の内容，金額については見込みであり，中期目標を達成するために必

要な業務の実施状況等を勘案した施設,設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・

設備の改修等が追加されることもある。 

(注２) 小規模改修について平成２２年度以降は平成２１年度同額として試算している。

なお，各事業年度の施設整備費補助金，国立大学財務・経営センター施設費交付 

金については，事業の進展等により所要額の変動が予想されるため，具体的な額に

ついては，各事業年度の予算編成過程等において決定される。 

２ 人事に関する計画 

（１） 男女共同参画計画を策定し，全学的に男女共同参画を計画的に推進する。 

（２） 透明性と信頼性の高い関門制度の実施方法・体制に対する検討を行い運用する。 

（３） 民間企業からの登用を図るなど，事務職員の雇用形態の多様化を推進する。 

（４） 事務職員及び技術職員の研修・自己啓発の実施方針に基づき，職員の資質向上に 

資する研修を実施する。  

  （参考）中期目標期間中の人件費総額見込み ９４，２９０百万円（退職手当除く） 

 



３ 中期目標期間を超える債務負担 

（ＰＦＩ事業） 

   岐阜大学総合研究棟施設整備事業 

   ・事業総額：２，７４８百万円 

   ・事業期間：平成１５～２９年度（１５年間） 

                                 単位（百万円） 

    年度 

財源 
H22 H23 H24 H25 H26 H27 

中期目標

期間小計 

次期以降 

事業費 
総事業費 

施設整備費

補 助 金 
140 144 148 152 156 160 900 334 1,234 

運 営 費 

交 付 金 
58 54 50 46 42 38 288 62 349 

（計数は，それぞれの項目で四捨五入しているため，各年度の計と小計欄等とは合致しない。） 

（注） 金額はＰＦＩ事業契約に基づき計算されたものであるが，ＰＦＩ事業の進展，実

施状況及び経済情勢・経済環境の変化等による所要額の変更も想定されるため，具

体的な額については，各事業年度の予算編成過程において決定される。 

 

 

 

（長期借入金） 

                                 単位（百万円） 

    年度 

財源 
H22 H23 H24 H25 H26 H27 

中期目標

期間小計 

次期以降 

償還額 

総債務 

償還額 

長期借入金償

還金（国立大学財

務・経営ｾﾝﾀｰ） 

3,289 3,275 3,154 3,133 2,375 2,356 17,581 23,758 41,339 

 （計数は，それぞれの項目で四捨五入しているため，各年度の計と小計欄等とは合致しない。） 

（注） 金額については，見込みであり，業務の実施状況等により変更されることもある。 

 

 

（リース資産） 

   該当無し 

 

４．積立金の使途 

   教育，研究，診療に係る業務及びその附帯業務 



   別表 (収容定員) 

平

成

22

年

度 

教育学部             1,000 人 

 （うち教員養成に係る分野     860 人） 

地域科学部                 420 人 

医学部                  877 人 

  （うち医師養成に係る分野      537 人) 

工学部               2,100 人 

応用生物科学部                 830 人 

  （うち獣医師養成に係る分野   170 人） 

教育学研究科              138 人 

     うち修士課程            98 人 

専門職学位課程   40 人 

地域科学研究科             40 人 

    （うち修士課程           40 人） 

医学系研究科            244 人 

         うち修士課程      16 人 

博士課程           188 人 

           博士前期課程        22 人 

             博士後期課程       18 人 

工学研究科             631 人 

         うち博士前期課程      550 人 

       博士後期課程       81 人 

応用生物科学研究科       178 人 

   （うち修士課程      178 人） 

連合農学研究科           52 人 

    （うち博士課程        52 人） 

連合獣医学研究科          70 人 

       （うち博士課程          70 人） 

 連合創薬医療情報研究科     18 人 

    (うち博士課程      18 人) 

平

成

23

年

度 

教育学部             1,000 人 

 （うち教員養成に係る分野     895 人） 

地域科学部                 420 人 

医学部                  904 人 

  （うち医師養成に係る分野      564 人) 

工学部               2,100 人 



応用生物科学部                 830 人 

  （うち獣医師養成に係る分野   170 人） 

教育学研究科              138 人 

     うち修士課程            98 人 

専門職学位課程   40 人 

地域科学研究科             40 人 

    （うち修士課程           40 人） 

医学系研究科            244 人 

         うち修士課程      16 人 

博士課程           188 人 

           博士前期課程        22 人 

             博士後期課程       18 人 

工学研究科             631 人 

         うち博士前期課程      550 人 

       博士後期課程       81 人 

応用生物科学研究科       178 人 

   （うち修士課程      178 人） 

連合農学研究科           56 人 

    （うち博士課程        56 人） 

連合獣医学研究科          75 人 

       （うち博士課程          75 人） 

 連合創薬医療情報研究科     18 人 

    (うち博士課程      18 人) 

平

成

24

年

度 

教育学部             1,000 人 

 （うち教員養成に係る分野     930 人） 

地域科学部                 420 人 

医学部                  931 人 

  （うち医師養成に係る分野      591 人) 

工学部               2,100 人 

応用生物科学部                 830 人 

  （うち獣医師養成に係る分野   170 人） 

教育学研究科              138 人 

     うち修士課程            98 人 

専門職学位課程   40 人 

地域科学研究科             40 人 

    （うち修士課程           40 人） 



医学系研究科            244 人 

         うち修士課程      16 人 

博士課程           188 人 

           博士前期課程        22 人 

             博士後期課程       18 人 

工学研究科             631 人 

         うち博士前期課程      550 人 

       博士後期課程       81 人 

応用生物科学研究科       178 人 

   （うち修士課程      178 人） 

連合農学研究科           60 人 

    （うち博士課程        60 人） 

連合獣医学研究科          80 人 

       （うち博士課程          80 人） 

 連合創薬医療情報研究科     18 人 

    (うち博士課程      18 人) 

平

成

25

年

度 

教育学部             1,000 人 

 （うち教員養成に係る分野     965 人） 

地域科学部                 420 人 

医学部                  958 人 

  （うち医師養成に係る分野      618 人) 

工学部               2,100 人 

応用生物科学部                 835 人 

  （うち獣医師養成に係る分野   175 人） 

教育学研究科              138 人 

     うち修士課程            98 人 

専門職学位課程   40 人 

地域科学研究科             40 人 

    （うち修士課程           40 人） 

医学系研究科            244 人 

         うち修士課程      16 人 

博士課程           188 人 

           博士前期課程        22 人 

             博士後期課程       18 人 

 

 



工学研究科             631 人 

         うち博士前期課程      550 人 

       博士後期課程       81 人 

応用生物科学研究科       178 人 

   （うち修士課程      178 人） 

連合農学研究科           60 人 

    （うち博士課程        60 人） 

連合獣医学研究科          80 人 

       （うち博士課程          80 人） 

 連合創薬医療情報研究科     18 人 

    (うち博士課程      18 人) 

     

平

成

26

年

度 

教育学部             1,000 人 

 （うち教員養成に係る分野    1000 人） 

地域科学部                 420 人 

医学部                  975 人 

  （うち医師養成に係る分野      635 人) 

工学部               2,100 人 

応用生物科学部                 835 人 

  （うち獣医師養成に係る分野   175 人） 

教育学研究科              138 人 

     うち修士課程            98 人 

専門職学位課程   40 人 

地域科学研究科             40 人 

    （うち修士課程           40 人） 

医学系研究科            244 人 

         うち修士課程      16 人 

博士課程           188 人 

           博士前期課程        22 人 

             博士後期課程       18 人 

工学研究科             631 人 

         うち博士前期課程      550 人 

       博士後期課程       81 人 

応用生物科学研究科       178 人 

    うち修士課程      178 人 

連合農学研究科           60 人 

    （うち博士課程        60 人） 



連合獣医学研究科          80 人 

       （うち博士課程          80 人） 

 連合創薬医療情報研究科     18 人 

    (うち博士課程      18 人) 

          

平

成

27

年

度 

教育学部             1,000 人 

 （うち教員養成に係る分野    1000 人） 

地域科学部                 420 人 

医学部                  985 人 

  （うち医師養成に係る分野      645 人) 

工学部               2,100 人 

応用生物科学部                 840 人 

  （うち獣医師養成に係る分野   180 人） 

教育学研究科              138 人 

     うち修士課程            98 人 

専門職学位課程   40 人 

地域科学研究科             40 人 

    （うち修士課程           40 人） 

医学系研究科            244 人 

         うち修士課程      16 人 

博士課程           188 人 

           博士前期課程        22 人 

             博士後期課程       18 人 

工学研究科             631 人 

         うち博士前期課程      550 人 

       博士後期課程       81 人 

応用生物科学研究科       178 人 

   （うち修士課程      178 人） 

連合農学研究科           60 人 

    （うち博士課程        60 人） 

連合獣医学研究科          80 人 

       （うち博士課程          80 人） 

 連合創薬医療情報研究科     18 人 

   (うち博士課程      18 人) 

 



（単位：百万円）

区　　分 金　　額

　収入

運営費交付金 78,876

施設整備費補助金 900

船舶建造費補助金 0

国立大学財務・経営センター施設費交付金 228

自己収入 117,506

授業料及び入学料検定料収入 25,941

附属病院収入 90,055

財産処分収入 0

雑収入 1,510

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 11,708

長期借入金収入 0

計 209,218

　支出

業務費 173,214

教育研究経費 92,997

診療経費 80,217

施設整備費 1,128

船舶建造費 0

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 11,708

長期借入金償還金 23,168

計 209,218

［人件費の見積り］

中期目標期間中総額 94,290百万円を支出する。（退職手当は除く。）

　注）人件費の見積りについては、平成23年度以降は平成22年度の人件費見積り額を踏まえ試算

　　している。

　注）退職手当については、国立大学法人岐阜大学職員退職手当規則及び国立大学法人岐阜大学

　　役員退職手当規則に基づいて支給することとするが、運営費交付金として交付される金額に

　　ついては、各事業年度の予算編成過程において国家公務員退職手当法に準じて算定される。

　注）組織設置に伴う学年進行の影響は考慮していない。

(別紙)予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

１．予算

平成22年度～平成27年度　予算

大学等名　　岐阜大学



［運営費交付金の算定方法］

○　毎事業年度に交付する運営費交付金は、以下の事業区分に基づき、それぞれに対応した数式

　により算定して決定する。

Ⅰ〔一般運営費交付金対象事業費〕

　　①「教育研究等基幹経費」：以下の事項にかかる金額の総額。Ｅ（ｙ－１）は直前の事業年

　　　度におけるＥ（ｙ）。

        ・　学部・大学院の教育研究に必要な教職員のうち、設置基準に基づく教員にかかる給

　　　　　与費相当額及び教育研究経費相当額。

        ・　附属学校の教育研究に必要な教職員のうち、標準法に基づく教員にかかる給与費相

　　　　　当額。

　　②「その他教育研究経費」：以下の事項にかかる金額の総額。Ｆ（ｙ－１）は直前の事業年

　　　度におけるＦ（ｙ）。

　　　　・　学部・大学院及び附属学校の教育研究に必要な教職員（①にかかる者を除く。）の

　　　　　人件費相当額及び教育研究経費。

　　　　・　附属病院の教育研究診療活動に必要となる教職員の人件費相当額及び教育研究診療

　　　　　経費。

　　　　・　附属施設等の運営に必要となる教職員の人件費相当額及び事業経費。

        ・　法人の管理運営に必要な職員（役員を含む）の人件費相当額及び管理運営経費。

        ・　教育研究等を実施するための基盤となる施設の維持保全に必要となる経費。

　〔一般運営費交付金対象収入〕

　　③「基準学生納付金収入」：当該事業年度における入学定員数に入学料標準額を乗じた額及

　　　び収容定員数に授業料標準額を乗じた額の総額。（平成22年度入学料免除率で算出される

　　　免除相当額及び平成22年度授業料免除率で算出される免除相当額については除外。）

  　④「その他収入」：検定料収入、入学料収入（入学定員超過分等）、授業料収入（収容定員

　　　超過分等）及び雑収入。平成22年度予算額を基準とし、第２期中期目標期間中は同額。

Ⅱ〔特別運営費交付金対象事業費〕

  　⑤「特別経費」：特別経費として、当該事業年度において措置する経費。

Ⅲ〔特殊要因運営費交付金対象事業費〕

　　⑥「特殊要因経費」：特殊要因経費として、当該事業年度において措置する経費。

Ⅳ〔附属病院運営費交付金対象事業費〕

　　⑦「一般診療経費」：当該事業年度において附属病院の一般診療活動に必要となる人件費相

　　　当額及び診療行為を行う上で必要となる経費の総額。Ｊ（ｙ－１）は直前の事業年度にお

　　　けるＪ（ｙ）。

　　⑧「債務償還経費」：債務償還経費として、当該事業年度において措置する経費。

　〔附属病院運営費交付金対象収入〕                                    

　　⑨「附属病院収入」：当該事業年度において附属病院における診療行為によって得られる収

　　　入。Ｌ（ｙ－１）は直前の事業年度におけるＬ（ｙ）。

運営費交付金 ＝ Ａ（ｙ）＋ Ｂ（ｙ）＋ Ｃ（ｙ）＋ Ｄ（ｙ）



１．毎事業年度の一般運営費交付金は、以下の数式により算定する。

　　Ａ（ｙ）＝ Ｅ（ｙ）＋ Ｆ（ｙ）－ Ｇ（ｙ）

　（１）Ｅ（ｙ）＝ Ｅ（ｙ－１）× β（係数）

　（２）Ｆ（ｙ）＝｛Ｆ（ｙ－１）× α（係数）｝× β（係数）± Ｓ（ｙ）± Ｔ（ｙ）

　　　　　　　　　± Ｕ（ｙ）

　（３）Ｇ（ｙ）＝ Ｇ（ｙ）

--------------------------------------------------------------------------------------

　　Ｅ（ｙ）：教育研究等基幹経費（①）を対象。

　　Ｆ（ｙ）：その他教育研究経費（②）を対象。

　　Ｇ（ｙ）：基準学生納付金収入（③）、その他収入（④）を対象。

　　Ｓ（ｙ）：政策課題等対応補正額。

            　新たな政策課題等に対応するための補正額。各事業年度の予算編成過程において

              当該事業年度における具体的な額を決定する。

　　Ｔ（ｙ）：教育研究組織調整額。

           　 学部・大学院等の組織整備に対応するための調整額。

            　各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決定

　　　　　　　する。

　　Ｕ（ｙ）：施設面積調整額。

           　 施設の経年別保有面積の変動に対応するための調整額。

          　  各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決定

　　　　　　　する。

２．毎事業年度の特別運営費交付金は、以下の数式により算定する。

　　Ｂ（ｙ）＝ Ｈ（ｙ）

--------------------------------------------------------------------------------------

　　Ｈ（ｙ）：特別経費（⑤）を対象。なお、本経費には新たな政策課題等に対応するために必

　　　　　　　要となる経費を含み、当該経費は各事業年度の予算編成過程において当該事業年

　　　　　　　度における具体的な額を決定する。

３．毎事業年度の特殊要因運営費交付金は、以下の数式により算定する。

　　Ｃ（ｙ）＝ Ｉ（ｙ）

--------------------------------------------------------------------------------------

　　Ｉ（ｙ）：特殊要因経費（⑥）を対象。なお、本経費には新たな政策課題等に対応するため

　　　　　　　に必要となる経費を含み、当該経費は各事業年度の予算編成過程において当該事

　　　　　　　業年度における具体的な額を決定する。

４．毎事業年度の附属病院運営費交付金は、以下の数式により算定する。

　　Ｄ（ｙ）＝｛Ｊ（ｙ）＋ Ｋ（ｙ）｝－ Ｌ（ｙ）

　（１）Ｊ（ｙ）＝ Ｊ（ｙ－１）± Ｖ（ｙ）

　（２）Ｋ（ｙ）＝ Ｋ（ｙ）

　（３）Ｌ（ｙ）＝ Ｌ（ｙ－１）± Ｗ（ｙ）

--------------------------------------------------------------------------------------

　　Ｊ（ｙ）：一般診療経費（⑦）を対象。

　　Ｋ（ｙ）：債務償還経費（⑧）を対象。

　　Ｌ（ｙ）：附属病院収入（⑨）を対象。

    Ｖ（ｙ）：一般診療経費調整額。



            　直近の決算結果等を当該年度の一般診療経費の額に反映させるための調整額。各

　　　　　　　事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決定す

　　　　　　　る。

    Ｗ（ｙ）：附属病院収入調整額。

            　直近の決算結果等を当該年度の附属病院収入の額に反映させるための調整額。各

　　　　　　　事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決定す

　　　　　　　る。

　【諸係数】

α（アルファ）：大学改革促進係数。

              　第２期中期目標期間中に各国立大学法人における組織改編や既存事業の見直し

　　　　　　　　等を通じた大学改革を促進するための係数。

              　現時点では確定していないため、便宜上平成22年度予算編成時と同様の考え方

　　　　　　　　で△1.8％とする。

          　    なお、平成23年度以降については、今後の予算編成過程において具体的な係数

　　　　　　　　値を決定する。

β（ベータ）：教育研究政策係数。

              物価動向等の社会経済情勢等及び教育研究上の必要性を総合的に勘案して必要に

　　　　　　　応じ運用するための係数。

              各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な係数値を決定

　　　　　　　する。

注）中期計画における運営費交付金は上記算定方法に基づき、一定の仮定の下に試算されたもの

　であり、各事業年度の運営費交付金については、予算編成過程において決定される。

　　なお、「特別運営費交付金」及び「特殊要因運営費交付金」については、平成23年度以降は

　平成22年度と同額として試算しているが、教育研究の進展等により所要額の変動が予想される

　ため、具体的な額については、各事業年度の予算編成過程において決定される。

注）施設整備費補助金、国立大学財務・経営センター施設費交付金及び長期借入金収入は、「施

　設・設備に関する計画」に記載した額を計上している。

注）自己収入並びに産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、平成22年度の受入見込額

　により試算した収入予定額を計上している。

注）産学連携等研究収入及び寄附金収入等は、版権及び特許権等収入を含む。

注）業務費及び施設整備費については、中期目標期間中の事業計画に基づき試算した支出予定額

　を計上している。

注）産学連携等研究経費及び寄附金事業費等は、産学連携等研究収入及び寄附金収入等により行

　われる事業経費を計上している。

注）長期借入金償還金については、変動要素が大きいため、平成22年度の償還見込額により試算

　した支出予定額を計上している。

注）上記算定方法に基づく試算においては、「教育研究政策係数」は１とし、「政策課題等対応

　補正額」、「教育研究組織調整額」、「施設面積調整額」、「一般診療経費調整額」及び「附

　属病院収入調整額」  については、０として試算している。



（単位：百万円）

金　　額

費用の部 199,810

経常費用 199,810

業務費 173,855

教育研究経費 17,924

診療経費 47,350

受託研究費等 6,826

役員人件費 647

教員人件費 59,703

職員人件費 41,405

一般管理費 4,892

財務費用 3,437

雑損 0

減価償却費 17,626

臨時損失 0

収入の部 208,311

経常収益 208,311

運営費交付金収益 77,278

授業料収益 19,936

入学金収益 3,274

検定料収益 1,060

附属病院収益 90,055

受託研究等収益 6,826

寄附金収益 4,607

財務収益 105

雑益 1,405

資産見返負債戻入 3,765

臨時利益 0

純利益 8,501

総利益 8,501

注）受託研究費等は、受託事業費、共同研究費及び共同事業費を含む。

注）受託研究等収益は、受託事業収益、共同研究収益及び共同事業収益を含む。

注）純利益及び総利益には、附属病院における借入金返済額（建物、診療機器等の整備のための

　借入金）が、対応する固定資産の減価償却費よりも大きいため発生する会計上の観念的な利益

　を計上している。

平成22年度～平成27年度　収支計画

区　　分

大学等名　　岐阜大学

２．収支計画



（単位：百万円）

金　　額

資金支出 211,612

業務活動による支出 181,994

投資活動による支出 4,056

財務活動による支出 23,168

次期中期目標期間への繰越金 2,394

資金収入 211,612

業務活動による収入 208,090

運営費交付金による収入 78,876

授業料及び入学料検定料による収入 25,941

附属病院収入 90,055

受託研究等収入 6,826

寄附金収入 4,835

その他の収入 1,557

投資活動による収入 1,128

施設費による収入 1,128

その他の収入 0

財務活動による収入 0

前中期目標期間よりの繰越金 2,394

注）施設費による収入には、独立行政法人国立大学財務・経営センターにおける施設費交付事業

　にかかる交付金を含む。

３．資金計画

平成22年度～平成27年度　資金計画

区　　分

大学等名　　岐阜大学


